




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































概論（下）」 301頁。伊沢孝平「注解新会社法」 356頁。服部栄三「会社法通論」 72頁。松
田二郎「株式会社法の理論」 231頁。実方正雄「改訂会社法学」 363頁。
有力説は自己株式について利益配当請求権はないとしている。
大森忠夫「新版会社法構義」 138頁。田中誠二，前掲209頁。河本一郎，前掲159頁。
（注目）吉戒修一，杉江潤，大竹昭彦「自己株式取得規制に関する欧州調査国の調査結果の概
要」商事法務 No.134, 61頁。
（注12）吉戒他，前掲， 63頁。
（注13）吉戒他，前掲， 55～56頁。
（注14）吉戒他，前掲， 57～59頁。
（注15）経済団体連合会「商法改正に関する意見」昭和41年以降，数次に亘って自己株式の取得
規制の緩和を要望
（注16）法務省民事局参事官室「自己株式の取得及び保有規制に関する問題点J平成5年1月28
日
（注17）吉戒修一・小野瀬厚「自己株式の取得及び保有規制に関する問題点」に関する各界意見
の分析J商事法務地1333,23頁以下
（注目）一株当りのみなし配当の額
消却した株式に対応する資本の金額
消却しなかった株式
消却した株式に対応する資本の金額二
消却直前の
資本の金額
× 
消却した株式の数
消却直前の発行済株式総数
（注19）岩原伸作「自己株式取得規制の見直し」商事法務 Nul334, 48頁。
（注20）岩原，前掲，商事法務No.135,21頁。
（注21）株式の時価総額は，ニューヨーク証券取引所 5兆ドル
-259 (537) -
東京証券取引所 3兆ドル
ロンドン証券取引所 1兆ドル
一260(538）一
